
再生産表式の成立と理論的諸問題との

交錯（詳論)＊

赤間道夫

Ｉ問題の所在

まず，再生産表式の成立に纏わる論点がある。すなわち，『資本論』第２部第

２縞では，

Ｉ消費手段４００Ｃ＋100Ｖ＋ｌＯＯｍＣ１ｏｏ＋Ｖ１０ｏ＋Ｍｌｏｏ

Ｉｌ生産手段８００Ｃ＋200Ｖ＋200mC80o十Ｖ200十Ｍ200

という数字例のもとに第１部門＝消費手段，第II部門＝生産手段という部門配

置が採用されている8)ところが．周知のように，第８稿を基礎とした現行版で

は，

Ｉ４０００ｃ＋1000Ｖ＋1000ｍ＝6000生産手段

ＩＩ２０００ｃ＋５００ｖ＋５００ｍ＝3000消費手段

という数字例のもとに第１部門＝生産手段、第Ⅱ部門＝消費手段と,,､う部門配

、本稿は，経済理論学会第35回大会自由論題(Ⅱ）［描島大学，1987年10月３日]において

報告したものを基礎として成立している。そして，本稿の本文部分は，経済理論学会編経済

理論学会年報第２５集『社会主義の理念と現実』（青木書店，１９８８年７月１５日）に掲載され

たが，紙数制限のため,①引用文献，②本文内容を補足する叙述からなる注，をすべて省略

せざるをえなかった,、ここに，あらためて詳論として掲載し，本文の一定の正確化をはかる

とともに前記①②を加え，報告集の不備を補うこととした。

l）ロシア需版ｒマルクス＝エンゲルス蕎作集』第５０巻，１９８１年，水谷謙治･名和隆央「r資

本論』第２部第２草稿（『第３章』）の未公開部分について－その概要と解説一』ｒ立教
維済学研究』第３３巻第１号．1979年，参照。
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置が採用されており?)敗字の選定の相違を度外視するとすれば,第１部門･第１Ｉ

部門の配置の逆転において決定的な相違を象ることができる:)この逆転はいか

なる意味を有しているのか，なにゆえもたらされたのか。

他方，部門逆転の問題解決の方途に関連する，再生産表式の理論的展開に纏

わる論点がある。拡大再生産表式を展開するぱあい，館Ｉ部門（生産手段生産

部門）において蒋職率（したがって菩秋額）が優先的に決定され，第II部門（消

費手段生産部門）の幣賊率（したがって蓄積額）は，部'''1間均衡条件を満たす

ように，相対的従脇関係のもとで決定される，とする理解を前提にして，この

観点から部門逆転の問題を実質的に解決する．というものである。後に検討す

るように，部門逆転の問題解決と再生産表式の理論的展開とは一定の関係と区

別すべき論点とを包含している。この小稿の課題は．これまでの主たる論稿を

対象にしながら，うえの２論点につき吟味をくわえることにある。

2）Ｋ､11.Ｓ､396.⑧(⑧は魂８脇であることを示す。以下，同搬｡）なお，大谷禎之介「r蓄積

と拡大{¥生産.；（rirf水絢』塊２師範２１章）の草稿について（上）（下）－r資本論』第２

部舗８穂から－」ｒ続続芯休』第.１９巻第１号．第２号；１９８１年７月，９月，および，市1%〔

健志ｒｒ資仁‘嵩ｊ魂２部の賭峨稿とエンケルスの縄雌について」了簡学論纂』第２７巻第２号，

１９８５年９月．参照。

3）もっとも第２稿と鮒８脇とではいくつかの相違がある。うえの部'''１逆転のほか.(1)櫛成上

の相違：電別柵成（粥２隅）と篇別構成（第８稿)．(2)タイトルの柵迎：「流通過程と再生

産過緑との現実的浦条件」（第２鴨）と「社会的総資本の再生旅と流油」（節８稿)，(3)再生

産を媒介する街幣流辿の取り扱いの相述：「再生席が，まずもって，それを媒介する貨幣流

辿を瓢雌することなしに収')扱われ,次にもう一度，これをMII順して取り扱われていた｣(エ

ンケルスノ輔２楠とｒこのようなことは取りのぞかれ，またこの淵［鮒３淵：引用者注］全

休が-搬に粋剛･マルクス：ヅ|川糊注]の拡大された視野に照応するようにiIFき直されるべ

きであった］（エンケルスノ輔８稲，(4)プラン上の相述：ｒｌ！《火された規模での再生産。蕎
俄」が予定されて脆いたが，「ｲ§変な規桃での再生産」（iii純押生厳）に限定されて叙述（第

２稿）と「祷研と拡大111ﾉk旅（現行版第２１章）として峻州（塊８価),(5)部門配置と部門関

連鋭明の順序のＨ雌：第１部'''1（消費手段生産部門）→第II部'''1（生旅手段生産部門）→阿

部門間取ｿＩ（塊２脳）とIJIj部|"lIHl取‘jl-･第１I部門（消憐手段生蹄部lmI）一・第１部門（生産手

段碓旅部ｉｌｌｌ）（塊８稿)，(6)部'''1分糊の柑述：６亜部門分荊にもとづく街幣流通の考察(第２

偽）とそれの２蝿部|‘11分抑こもとづく而略化した拶察(輔８隅)．(7)iii純榔生溺二おける「固

定溢水の補填」および「間幣材料の１１j生産」の塊８楠での拡允（現行版舘２０奄第１１節およ

び1両l輔１２節)．(8)城８隅での「スミスのドグマ」の恨本的IIj検跡，などがそれである。
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ＩＩ部門逆転にかんする諸説の検討

当該問題についての解決の方途を開示したこれまでの研究を大別すれば以下

のようである:'［Ｉ］部門逆転の問題不在説：「マルクスは第８稿以前には，消

督手段生産部門を第１部門，生産手段生産部門を第１I部門と呼んでいたが，こ

の第８禍では一御してその逆の呼びかた,つまり生産手段生産部門を第１部門，

消費手段生産部門を第Ⅱ部門と呼んでいる。この点では，第８稿を現行版に取

りいれるさいに，エンケルスはなんの手も加えていないのである（もちろん友

現上の改善や誤記の訂正は行なっているが)。ｒ対象についての従来の諸論述ｄＩ

のうち『アダム・スミス』のところですでに２部門分割についての言及をみる

ことができるが（ＫＩＩＳ,365～368)、この部分も基本的に草稿の叙述（S､８）

と一致してしる。このあとさらに．１６ページで表式を示しており、これは現行

版の『流２０単単純再生産』の『第２節社会的生産の２つの部門』に取り入

れられてし､る，エンケルスは．『印刷された第３篇から第２稿からの挿入部分を

取り去って黙れば』云々と書いているところからわかるように．第３篇は岐本

的には館８稿から、そしてそれに第２稿を『挿入』する，と考えているのであっ

て,そうしたエンケルスにとって,第２稿を第８稿に合わせて書き直すのはまっ

たく当然のことであった。エンケルスが第１部門＝生産手段生産部門．第Ⅱ部

門＝消費手段生産部門として全体を統一したことをもって，なにか心要以上の

ことをしたかのように言うとすれば．それはまったくあたらないであろう。ま

た，この変更の理由を，マルクスの拡大再生産研究のなかにの染求める根拠も

ないように思われる｣:)ここでは２つの点に注目しておきたい。第１に，阿部門

の逆転それI]体はエンケルスの技術的な作業の結果であり，「全体を統・した」

4）エンケルスの序文での言及から第２稿や第８稿の存在を知りえてもその内容については

推測するしかなかった以前の研究と，それなりに知りえるとともに内容上の吟味を享受で
きる現在の研究とは明確に区別しなければならないが，現段階での文献琴証を前提に鴨を
すすめる。以下で取り上げる諸研究の処理にやや公平を欠くうらみがあり，その点ご容赦願
いたい。

5）人if’1111掲鋤文，１３頁。
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にすぎないと断じていること，第２に，これから検討を加えるこの逆転の論理

の主たる理I'１とされてきた拡大Ｗ生産論研究の発展･深化にたいして，「マルク

スの拡大再生産論研究のなかにのみ､求める根拠もないように思われる」として

いること，である。第１の点1こついてはまったくその通りでありこれ自体は否

定しえない那爽ではある。しかし，そもそもマルクスが第２稲と第８稿とでは

部門配置を逆に設定していたという問題それ自体は未解決のままというほかな

い。しかも，塊２点で紹介したように，大谷は，「マルクスの拡大再生産論研究

のなかにの‘攻求める根拠もないように思われる」と断定を避けてばいるものの

従来の研究にたいして否定的な結論を提出している。第１．２点の相互関連に

ついては文脈からは判断しにくいところがあるが，この見解は，総じて部門逆

転の問題の不在説とでもいえよう:’

［Ⅱ］総じて第８稿での拡大再生産論の充実･完成を指標とする見解。例①：

「恐らくこの転換［マルクスｒ経済表』から現行版＝第８稿単純再生産表式へ

の転換"：引川者注］の基軸をなしたものは，『要綱』において失敗はしたが既

に試ぶられ，また『学説史』において『残された問題』の１つとして挙げられ

ていたところの．蓄積即ち拡張再生産の究明であったと考えられる。なぜなら

拡張再生産においては，第II部'11）（生活手段）の蓄積が第１部ｌ１ｌｊ（生産手段）
● ● ●●●●●Ｏ●●①●●●●

のそれに依ｲj:＝従属することが法ｌ１ﾘであり，生活手段生産部ｌｊＩｌの所得の運動を
●●●｡●●

出発点とする視角からはこのlMl)幽は解決しえないからである。そしてそれと共

に，資本の術環範式の確立と，社会的総資本の巡動を分析するための流通の型

の検出もまた辿られる。というのぱ，拡張再生旅の連動が解明されるためには，

祷積のための猫幣資本の諸柵環の型が析出されておらねばならないからであ

る。それ故『緑済表』から『Ｗ生雌表式』へのこの発展は．『数式』の成立とい

6）いまゑた大行の見解:ま，管見のかぎりでば，例外をなすものであり，圧倒的多数I土，「-ず

ルクスの拡ﾉくりj生産論研究｣に部門逆転の問題解決をぷてきたといってよい。以下で検討を

くわえる［11］・’111］に魂られる兇餅がそれである。

7）「ノートXVIl」の終わりから「ノートXVIII」のはじめにかけて，「エピソード。箇本王侭

的押生旅にｵｧける衝幣の還流巡勤｣が執鞭されてオアり，1980年に公刊された(Ｋ・Marx，綾"．

Ｋ'ｨ雌(/”〃(ﾉﾉ"伽A()〃６A｡"""ﾉﾊ･イ‘1ﾙ？""sﾙﾉか／ノdW-ﾉH”,ＭＥ(;Ａ，１１/3.5,DietzVer，
lagBerlin･’980)。
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う表現技術上の進歩を伴いつつ．『要綱』において『流動資本第１形態』の姿態

変換として把握されていた資本循環把握の揚棄によって媒介されたものといわ

ねばならない｡｣８１と。例②：「２巻３篇の第２稿から成る節を象れぱ明らかな如

く，第２稿までは『スミスのドグマ』批判という側面が色濃く残っているが，

第８稿では新しし､領域が措定されている。この相違は軽視さるべきでない。ま

たこの過程で第１部''1と第II部門との入れ違し､の問題も解決され，マルクスは

拡大再生産の表式化に成功した。この転換を可能にしたものは一体何であった

ろうか？『拡張再生産に於ては．第II部門（生活手段）の蓄積が第１部門（生

産手段）のそれに依存する事が法則であり』、それが『蓄積即ち拡張再生産の究

明であった』事はいうまでもあるまいが，この第８稿で示される第１部門蓄積

先行という『仮定こそ，第１部門優先的発展の原則を明示したもの』であり，

この転換の中に当時のマルクスの深い歴史把握が込められていると考えるべき

ではあるまし､力､:)」みられるように，この説によれば．マルクス再生産表式の担

8）小林賢斎『再牝産飾のﾉ11;水'１１胆』イj斐閣，１９７５年１２ﾉ１，３５１１．強捌は'１，林。以下とくに

ことわらないかぎり，仙捌は原糾省のもの。また，引用の際にはタイトルを除き，部門の呼

称を第１，第II部門と統…した。なお，小林は，うえの｢エヒ・ソード｣を検討し，「r諸学説」

における単純内生産の検,i､lからｒ経済表』に至るには，『エピソード』が不可欠の環をなし

ていたこと，さらに後のｒ蝋純再生産表式』のいわば基礎数値の出発点がこの「エピソード」

に見出されることも明らかとなった｡」（｢『単純再生産表式』成立過秤の一鮪一『エピソー

ド。貨幣の還流運動』についての覚え書き－」ｒ武蔵大学論典』魂２９巻第３．４号．1981

年１２月，２６頁）としている。

９）矢吹満男「『資本論』成立過程におけるマルクス『経済表』の意義一マルクスによる再

堆産論＝恐慌論の体系化を膿岨して－」ｒ土地制度史学』第６１号，１９７３年１０月，１９頁。

この小林･矢吹の説ば，’''1m盛太郎の所説を継承したものである。(1)部門逆転の論拠の基
礎。「再′t産論は，ただに管本主義経済櫛成の再生産の総括的炎式であるの象に止まらず，

さらに変革の基底に''1き徹る鉄の如き必然性を規定するところの峡準を提示すること」

（『1坪k席過稗表式分析鵬愉」『山'11盛太郎著作集』第１巻，掛波嘗応，１９８３年１１月，５６頁）

という周知のシェーマにjlL係する。すなわち，「賓本主義の１１t界史的発腰段階と一雄の照応

関係をもつ再生ﾘﾉr柵造Ｉ鯛の発達過程を推知しうる」（小林，Iiij掲禽，３８頁）・「この転換の中

に当時のマルクスの深い陥史把梅が込められている」（矢吹，既ﾘ|川）と。(2)部門逆転の理

論的前提。小林の場合。「マルクスの経済表（諸表）は，消費財部ＩＩｌｌの所得及び不変資本の

分析を出発点として総再唯産過秘を把握せんとする接近方法からの帰結であり，それに

よって後のｒ脚牝産炎式』の峡本構造を確立しえた」のであり．「最初．意識的に流動・固

定資本の問題を捨象してをず雅本構造を組象立て，順次にそれらを加えてゆくという方法」

が｢いま.-重資杢のJ')'1擁.＝術弱という視角ｶﾐら再構成｣されることになるとする。そして，
『再び資本の再生簾＝Ｗｉ覇という視角が全面に出て」くることによって，「表式の運動の説

明が．単純再'k廉の場合にはなお城11部門の''十柳から始められているが,拡張再生産の場
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う意義をかれの「深し､歴史把握」にゑてとりⅢ部門逆転の理論上の契機を「蓄

梢即ち拡張再生産の究明」に象る。小稿での評価の基準をこの直接の契機たる

「蓄積即ち拡張再生産の究明」におくとすれば．さしあたり，相互にから糸合

う二重の|川題を指摘できる。第１に，山田以来の｢蓄積即ち拡張再生産の究明」

とする把握と創儲がゑられることにおいて，第２に．この「蓄積即ち拡張再生

産の究明」の内容が拡大再生産表式の部門転態の説明との直結した理解を示す

ことにおいて．である。第１の点について。山田の最初の主張は，「これは当時

〔マルクス『経済表』当時：引用者注〕，マルクスがエンゲルスとの間において．

再生産拡張のための『答積基金』の問題を解決してし､なかったため」であり，

「マルクスにおいて拡張再生産の問題解決の進行に伴いｒ表』での表現形式は

姪椎となり，ｒ表』は『表式』に憧き換えられねばならなくなる_j'0》として．間

合には逆に魂Ｉ部門から，即ち社会的資本から始められる」ことになる（以上，前掲書，

３３～35頁)。矢吹の場合。「第８稿による再生産表式論の成立を．ｒ資本論』成立過程におけ

るく第３の1吋期>とする'１１Wが許されるであろう。ちな糸にその成立時期は，マルクスが１８７３

年以降の経済情勢によってｒ今日ただいまいくつかの経済現象が新たな発隈段階にはいっ

て』いるとの認識を持っていた1880年に近い時期であった。最初の世界市場恐慌であった

1857年恐慌に直面してｒ大洪水主でには少なくとも要綱だけでもはっきりさせるために』経

済学の体系化に着手してからすでに２０年，この間恐慌はｒ季節の自然の移り変わりと同じ

ように』繰返された。すでにこのような第８稿の成立事情のなかに再生産表式,論の基本的な

性格も端的に1W；られているのではない力.｡」（前掲諭文，１９頁)(3)部門逆転の,,'1:接的契機。す

でに本文でｿ|用した小林の主張に見いだすことができる。「蓄積即ち拡張再生産の究明」で

あり，それは「第１I部門（生活手段）の蓄積が第１部門（生産手段）のそれに依存＝従属す

ることが法則であり，生沼手段生産部門の所得の遡動を出発点とする視角からはこの問題

は解決しえないからである」とする（矢吹の場合はこの小林の肯定的な引用をもって確認し

ている)。この主張はのちに次のような'¥生産表式（とりわけ拡大再生産表式）の理解にお

ける索要な点＊して発腰きせられる..すなわち,「単純再生産の場合腰健路叱り廟生産＝補
填を．即ち今年新たに付け加えられた労働と，生産物に移転された前年の｡過去の労働との

交換の関係を解くことが煙であったとすれば，所仰の資本への転化･資本の蓄積･拡大再ﾉｋ

唯の場合には次の如くいうことができよう。一方での必の11ﾄﾉ|:.〃＝補填を仙なうことな

く．他方での梢黄のＪ節約』戸.r貯蓄‘,と:その資本:､の転化の関係を，即ち生廊物に移転さ
れた前年の.･過去の労働と令雫新たI亀卜枇加球1;た労働の一部との交換の関係を損なうこ
となく，しかも同時に，新たに付け加えられた労働の他の一部が柑互に交換されて新資本に

極化する関係を解くことが，要であったのである．と｡」（｢｢蓄積におけるＩＩｃの転態』につ

いて－『残された問題』との関連で－」『武蔵大学諭集」第２７巻第３・《１．５号，1979

年１２月，３７８頁)ただし，小林の場合，注意深く，「そしてそれと共に，資本の循環範式の

確立と．社会的総資本の連動を分析するための流通の型の検出もまた迫られる」（既引用）

と単純に「苔積即ち拡推岬生産の究明」だけに転換の要因を認めているわけではない。

１０）’'１田，lliI掲書．６９．７０頁。
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題を「蓄積基金」とそれの解決にもとめた。しかも，「第１範晴[生活手段生産

部門：引用者注］と第２範購［生産手段生産部門：引用者注］との地位の入れ

違い」は｢拡張再生産の研究の進行とともに消滅に帰する｣'１)と明言しているよ

うに，拡大再生産の研究と｢蓄積基金｣の解決とはまさにパラレルなものであっ

たと同時に，部門逆転を招来するものでもあった。この山田の見解を継承する

小林・矢吹にあってこの「蓄積基金」についての言及が一切染られないことは

はなはだ疑問としなければならなし､82)第２の点について。「蓄積即ち拡張再生

産の究明」が第１部門（生産手段生産部門）の第Ⅱ部門（消費手段生産部門）

にたしする優位件を明らかにするものだとしても，そもそも問題の所在は単純

再生産表式においても（すでに第８稿段階であることに注意）部門逆転がおこ

なわれることにあったわけだから，第８稿単純生産表式におし､て部門逆転を生

じるゆえんを説明するのでなければならない（この点後述)。

［Ⅲ］マルクス『経済表』と再生産表式との課題対象の相違を論定しつつ，独

自に再生産表式での部門逆転を拡大再生産にもとめる見解･例①：「両者［マ

ルクスｒ経済表』と再生産表式：引用者注］の相違は．基本的には1863年頃に

はその研究が一段落したものとみなされてし､るｒ資本．般』の体系と，１８６７年

の『資本論』第１部の初版以降に展開される現行『資本論』体系－それは資

本．土地所有，賃労働を基本的に包括するものであり，ブルジョア社会の経済

的仕組を理論的に解明するものである－との相違として理解されねばならな

い」・「マルクス『経済表』から再生産表式への発展を促した基本的要因は，現

行『資本論』体系構想の資本蓄積論の理論的拡充．深化発展と第２部第１篇の

資本循環論の成立による『資本の流通過程』の論理構造の確定である」・「『経済

表』と再生産表式との相違は，単に拡大再生産＝蓄積過J径を表示できるか否か

としてではなく、蓄積の自己運動が産業循環の形姿をとらざるをえない資本制

１１）山田，前掲誉，７０頁。

１２）すでにこの問題については，宮本義男『資本論研究』大月書店，１９５８年１１月，６５頁，な

らびに，水谷錬治「再生産論（r資本論』「２巻３篇」の成立について（完)」第２０券第３号，

１９６６年１２月，141～143頁，で指摘されており，筆者もかつてとりあげておいた。既稿｢再

生産論成立の学説史的基盤一『剰余価値学説史』の再生産論研究一」ｒ商学論集』第４７巻

第３号，１９７９年１月，134～137頁。
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的然ｉｉｉの現実的動態を反映するものたりえるか否かとして，それは，『経済表』

の裸題としてはおよそ設定されることのなかった理論的内容である｣83'例②：

「マルクスのｒ経済表』の構想を，『資本論」第２部第３篇再生産論への発腰・

転化していくものであるとか，「資本論』の体系の未成立の頃の再生産論の椛想

であるとか，と考えることはできない」．「[部門逆転は：引用者注]おそらく拡

大再生産の研究が本格的に開始されたことによると思われる。なぜなら，単純

ｗ生産の場合とちがって、拡大再生産の場合には生産手段を生産する部''１'の拡

大規襖と拡大率（蓄積率）が，社会的総資本の相互補填関係の動態を決定する

第一要因をなしていたからである。つまり，拡大再生産の場合の社会的総涜本

の棚互補填関係が考察される際には，まず生産手段生産部門においていかなる

緒wiが行なわれるかが問題にされねばならないがゆえに，生産手段生産部''''が

『塊’部'''1』とされるようになったのであろう-,84》'5)高木･松尾は，マルクス『経

13）尚水膨1Ｗ生旅災式満の研究」ミネルウア蕎房，1973年１２月，７９，８１，１０１～１０２１９１〔。

1‘I）松16純「111生雌‘胸の形成とその於本的課題」ｒ経済学雑誌』館74巻鮒ｌザ，１９７６年ｌノj，

８．１，８６面・

'5）さらに沸述すればつぎのようである。(1)部門逆転の論拠の韮礎，,(7ﾂﾊ゙ Ｍ<の吻合《，「鮒２Ｗリ

（1870年）から鮒８砿（1878年）までの間に再生産過程の総括的。『全機柵』的把１Ｍに際し

てのI1l1飾的拡充｣があり．「それは同時に，1860年代後半から７０年代にかけて，イギリス衝

，k』識のIIj生旅枇進が，ｒ生産のための生産』としての資本主雑的性絡をより明瞭にしてき

たということとも密接に関連しているものといえよう。生産財生産部門こそが,拡大11j生旅

過黙を１２漁し，その変助が産業循環の運動を規定するものとしての性格をイギリス行,k主

八6.k浮彫りにしてきたのであるが，そのようなイギリス資本張義の展開を11螺したマルク

ス(;k，｛I跳旅IMi造の総括的。ｒ全機構』的把握に際して，第１部門に生巌財生旅部'''１を没定

せざるをえなかったものといえよう。消費財生産部門を第１部門として規定したので1.k,鉄

鋼、機械によって主導されるイギリス資本主義の再生産過曝を資本主蕊的特蘭をもつもの

として14,J§することができなくなってきたということなのである｡」（断水，前掲‘'Ｉ．9.1頁）

（ｲ)松雌の場合。ｒ再生産論の堆本的課題は，あく寮でも，次のこと，すなわち祉全的総衝本

がそのIIj生席を遂行する際に．流通過程においていかなる価価および紫竹hIi填の間係を取

り鮎ぶかを分析することである｡」（樫尾，前掲論文，８６頁)(2)部門逆転の理嫡的Iiij提。(刀尚

，kの場合。ｒ部門櫛成の逆転の契機は蓄積論の完成であり．それによって葱起された衝本(jYi

剛絢の硫虻(尚ﾉI<･前掲盤，１０１頁）としながら，「理論的拡充」をもって-イルクスｒ維済災』

からIIj′k旅災式へのプラン上の変化をぶてとる。（ｲ)松尼の場合。ｒ学祝史」段階では「マル

クス;よ．iii純IIj生産の場合に研究の力点をおいていたために,拡大Ilj生庶の場合における祉

会的総満水の価1雌：よび素材補填の関係の分析をほとんど行っていない」・riii純IIj生旅の

叫合に研究のﾉ｣点がおかれ，しかも消費手段生産物の実現とその生庶に典した不変猫ｲﾐの

illijilIがいかに行われるかという問題がまず考察の出発点におかれ，社会的総irr水の州ＪＪ:illi

jtt関係がIWIﾘ'されていくという研究方法」（松尾，前掲論文，８５，８６面)だった。だからこ

そ，Ｉ洲'(昨没'k施物の実現がまず考察対象にされたがために，それを生旅する生咋洲''1が
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済表』と再生産表式との方法論的な懸隔をみる点では．‐致しているとはいえ，

両者の把握する内容は同一ではない。ここでも部門逆転の論述に焦点を絞って

ぶれば以下の問題点を指摘できる。まず第１に，高木がいうように「イギリス

資本主義の再生産構造」と歩調を合わせて再生産表式の部門逆転が根拠づけら

れるとすれば，ことこの部門逆転の説明をぱ産業構造の転換との緊需なる関係

にあることの論証に成功しているのでなければならないはずである｡すなわち，

「マルクスの生きた当時のイギリスの基軸産業は綿業であった。したがって，

労働手段といえば、紡績業では紡錘織布業では織機，労働対象といえば，前

者では原料綿花，後者では原料綿糸，が主であった｣１６〕産業構造から｢鉄鋼，機

械によって主導されるイギリス資本主義の再生産過程」への構造変化と対応す

る部門逆戦の説明でなければならなし､。マルクスが『資本論』フランス語版で

おこなった溶鉱炉についての書き入れ(ＫＩ，Ｓ,655)，ならびに，エンケルスの

第３巻での補注(Ｋ,Ⅲ，Ｓ､534)の挙例をもって証明するのはいかにも不一|-分で

あるＦ１第２に，松尾の指摘する「生産手段を生産する部門の拡大規模と拡大率

（蓄積率)｣の先行的決定を条件とする部門逆転の説明は，既存の表式ではその

表示と内容への反映がなにゆえ不可能なのかを完全に証明するものではない

し，第８稿での単純再生産表式においても部門逆転を生じさせる根拠を証明す

るものでもない。

［1Ｖ］「スミスのドグマ」批判の完遂にもとめる見解：「生産手段にたいする

消費手段のこのように明確な取引運動系列上のラグつまり論理的先後関係＝優

劣関係の〃ｲlﾐは，消費手段部門を第１部門としてそこから取引連関を遡及させ

るスミス・ドグマ的＝第２稿マルクス的な部門配置構想の基盤をつきくずし，

Ａ［消衡ｆ段’k雌部門：引用苫注］とされた」（86頁ノとする。(3)部門逆転の直接的契機。
ｔ･1高木の場合。「資本主義的特質を表示するものとしての再4ﾐ産の動態過侭の総括的把握が

不可欠の課題」として第２巻第３篇があり，「イギリス資本主義の再生席構造」（既引用）を

Ｉ尚祝して，「化産財'f産部門が第１部門として規定されなければならなかった内実」（高木．

１W拙＃，９５頁)があるとする。（ｲ)松尾の場合。「拡大再生産の研究が本格的に開始された」

ことによ‐’て「'１２旅手段を生産する部門の拡大規槙と拡大率（蓄積率)」（既引用）が岐大の

懸紫柳Ｊ１になるからであるとする。

16）平顛LL,と,'!；ｒ経済学内つの未決問題』未来社，1967年10月，１５８頁‘

１７）尚イ:，Iiij掲禽，９５貞。
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鋪８稿での柵想転換．すなわち第１部門＝生産手段，第１l部門＝消賓手段への

部門転位を必要とするのである。あわせてこの同じ理由は，拡大再生産究明の

さいの蓄積率決定の優先性を，生産手段生産部門にあたえねばならぬ事情をも
●●●●

あきらかにする｡｣'8)この宮川の所説は，部門逆転の論理を「たんなる資本循環
●●●●●●●●●●■●●

論の確立にあるのではなく，再生産論にとってのその意義の確定．すなわち．

１８）宮川彰「マルクス再生産論の確立過秘一資本術環論仕上げによるスミス・ドグマ克服を

紬として－」『経済と縫済学』第５４号，１９８４年３月，９０貞。さらに詳述すればつぎのよ

うである。(1)部門逆転の鯛拠の基礎。「生産手段生産部門の優先的発展ということが，社会

的生産力の増大ということつまり資本蓄積過程の進展を別様に表現したものでしかないの

であって私れぱ，それではなぜ，『資本論』第１巻第７篇資本蓄積論の確立を承た段階で，

いいかえればもっともおそくぶつもったばあいでも第１巻の公刊を桑る１８６７年時点で，炎

式構想における部門配置の逆転が随伴せしめられえなかったのか。じっさい1864-65年の

『資本論』全巻初稿はもとより1870年の第２稿でさえ逆転されてはいないでばないかとい

う一つの問題をかかえこまざるをえないのである｡」（宮川，前掲論文，７７頁)とする観点か

ら「r資本鋤』第１巻の理論的成果にてらしてゑてそれとの斉合性を保持できない」（同上）

とし，そのうえで第２稿での部門配置であっても，「＜Ｉ部門〔消費手段生此部門：引用脅

注]の蓄積のⅢ部門[生産手段生産部IMI：引用者注]のそれへの『依存＝従属」なる関係>｣．

および，「<Ⅱ部門［生産手段生産部門：引用者注］の優先的発展>」として表示できるとす

る(７８頁)。(2)部門逆転の理論的前提。「可変資本価値が労働力価値にひとしく直接に生活手

段の形態で1W貸しされるという前提のもとでは，ⅢI変資本は，……資本家力:[樺#Lば]β叩
ポンドの生活Ｆ段で生きている労働力を買いいれたあとには，たんに労働樹の収入として

あらわれる」（②，Ｓ､151,CTP,171.強調は原文イタリック）の引用に示される（可変）資

本の収入への転化の容遡，ならびに．「Ｉにとってはその変態は，その生産物部分の，最終

的生産の物的要素への変態である。１１にとっては，その同一の変換が，その生産物の，生産

甥素の形態から消費対象の形態への変態である。したがって，Ｉ‘i'一の取引それじたいが，Ⅱ

にとってはその収入の変態であり，Ｉにとっては資本の変態である。ただしそのことは，た

だ資本Ｉが消費対象の形態で存在し，収入Ⅱが生産手段の形態で存在するがゆえIこの象生

じるのだが｡」（②,Ｓ､163,ＣＴＰ､203.）の引用に示される（可変）資本の収入扱い．この２

点に凝縮される「スミス１１『典派の資本一収入転化命題そのままの受容」（791J〔）が第２稿ま

での特徴であるとともに，「困難解決の萌芽と方向性」（８４頁）とを断片的ながら包含する‘，

(3)部門逆犠の直接的契機｡第５～７稿での資本循現鋪の確立,すなわち,「『資本循環過程』・
『資本の流通』。ｒ一般的商品流通』の三者の相互関連」（87～８頁）の明確化によって．資

本一収人撚化命題の批判と資本主義的｢収入｣運動の地位の確定をもたらし，「r資本』の『収

入』にたいする主導性牽‘ﾉ|性と『収入』の｢資本』に迄L》す罰受動性依存性の関jIll」（90画）
が再生産炎式につぎのように具体化される。「第一，資本の直接Ｑ批~〔対象となる生産手段
と異なり．滴費手段がや？当社会的消費の需要をふいだすのは，たんなる収入の支出，しか
も労働者の手を経由した賃金収入の支出をまってのことである。つまり．それじたいとして

は資本の『原動力』をもつわけではない回り道をした取引を介してのことである。第二，こ

れを部門|川取り|にそくしてみると，一ﾉﾉの生産手段生産部門では，側部門内で|‘|己補填取り｜

をすすめうるｃ部分にたいし，【'＋ｸ〃部分は，ただ，収入運動の絡みあう，しかも','につい

ては賃金収人という同り道によって媒介されるところの部門間取引をつうじて補填される

ほかないのであるが，他方の消費手段生産部門では，ｃ補填そのものがその部門間取引に

よって規定されている1榔情にあること，である｡」（９０頁)と。そして，ここに，既引用の部

’''1逆転を.ｽAるわけである。
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社会的再生産過程における資本と収入＝個人的消費との運動上の地位と相互関

連の把握｣'9)にもとめ，かつ、これと関連する生産手段生産部門の蓄積率の先行

的決定を「追加可変資本力〃（Iｿ,〃"z(zﾉﾉに照応する追加賃金収入が，消費手段

にたいする追加需要をかたちづくることになるのは，やっと拡大再生産が現実

に進行し，かくしてそこで支払われた追加賃金を労働者が追加収入として支出

する段になってのことである。他方，消費手段の追加不変資本〃2ｋﾉは，生産

手段部門のぱあいのように独立的主導的におこなわれるのではなく，ただ，生

産手段部門での現実の拡大の進行の結果としてあらわれる追加収入の支出を前

提しての黙，またはその見通しあるもとでの象，蓄積されうる｣２０)として，従来

の諸見解とはまったく異なる見地から提出されたものである。第１部門＝生産

手段部門の第Ⅱ部門＝消費手段生産部門にたいする優位性を｢スミスのドグマ」

の根底的な批判の完遂にもとめる，換言すれば，その批判の枢軸たる資本循環

範式論の完成にふし､だし，部門逆転の真の理由を再生産表式の基礎となってい

る資本循環範式の内的要請に根拠をみるかぎりでは，こと問題にしている部門

逆転の論理にかんしてそれなりに首尾一貫した主張になっている。だが、第１

に指摘しておくべきは，「『資本循環過程』。ｒ資本の流通』・『一般的商品流通』

の三者の相互関連」の明確化が資本循環範式論の中心課題であったとすれば？!）

再生産表式においてあらためて問題になるのは、・般的な資本循環範式の意義

の確定ではけっしてありえず，資本循環範式のうち商品資本循環範式が再生産

表式の某礎とされる理由との結合でなければならない｡けだし，再生産表式が

表式として措定されるのは、資本循環範式における「商品変態のからJ2A合い」

から「資本の諸変態のからみ合い」へと分析課題の重点移動をその起動ﾉﾉとし

ているからであり，内容的には商品資本循環範式の定立と不口1分のものであっ

たからである芋)第２に，資本循環範式の論理それ自体から「『資本』の『収入』

にたいする主導性牽引性とｒ収入』の『資本』にたし､する受動性依存性の関連」

19)20）憐川，I1ij褐論文，９２頁。

21）既稿「管本循環範式論研究序説」ｒ経済論叢』第１２９巻第６号，１９８２年６月，参照。
22）既稿「資本循環範式と再生産表式一再生産（表式）論展開のための試論一_,愛媛大学

綾又'､f:部諭繋経済学科編『経済学』第１９号，ｌ９８６ｆｆｌｌノ１，参照。
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が提起できるならば，その表式的叙述が必要になる理山は必ずしも明確ではな

い。たしかに，部門逆転の問題の焦点が再生産表式の存在を前提して議論せざ

るをえなし､とすれば，再生産表式の編成にまでさかのぼりその基盤まで鮮明に

するのはし,かにも不十分だ。だが、この問題は実はなぜ表式的叙述を必然とす

るのかという根本的な問いかけと同義であると把握するかぎり.「社会的総資本

の再生産と流通」に再生産表式が登場する理由を解き明かすものでなくてはな

らないはずである。

さて．いままでの紹介とコメントをふまえてヨリ立ち入って部門逆転の問題

にかんする一定の総括をしておくことにしよう。第１に，部門逆転はマルクス

の拡大再生産論の研究・深化にもとめられるか否か，についてである。この点

につし､ては宮川の批判が妥当と判断する。すなわち．「生産手段生産部門の優先

的発股ということが，社会的生産力の増大ということつまり資本蓄積過程の進

‘腿を別様に表現したものでしかなし､のであって熟れば.それではなぜ.『資本論』

輔１巻第７篇資本蓄積論の確立をふた段階で，いし､かえればもっともおそく象

つもったばあし､でも第１巻の公刊をゑる1867年時点で.表式構想における部門

IWiの逆転が随伴せしめられえなかったのか。じっさい1864-1865年の『資本

論』全巻初稿はもとより1870年の第２稿でさえ逆転されてはし､ないではな(‘,か

と'‘,う一つの問題をかかえこまざるをえなし､のである｡」（既引用）としてし､る

ように．資本蓄積の内実の把握とそれの再生産表式における具体的編成とはさ

しあたり別個なものといわざるをえない。一例を挙げよう。「ところで．資本の
●●

増大，再生産とは区別されるものとしての資本の蓄積，収入の資本への転化に

関しては．半情はどうであろうか？問題を簡単にするために．労働の生産件は

同じままで．生産方法にはなんの変化も生ぜず．したがって同じ量の商品を生

産するためには依然として同じ量の労働が必要とされ，したがって資本の増加

分には，前年の同量の資本の生産に費やされたのと同じだけの労働が費やされ

る，と前提しよう。剰余価値の一部分が，収入として消費されてしまうのでは

なく，資本に転化されなければならない。それは，一部分は不変資本に．一部

分は可変密本に，転化されなければならなし､。そしてこの二つの違った資本部
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分に分けられる割合は，生産方法もこれらの両部分の価値の割合も不変のまま

だから，前提された資本の有機的構成によって定まる。生産が高度に発展すれ

ばする紙ど剰余価値のうち不変資本に転化される部分は，剰余価値のうち可

変資本に転化される部分に比べて，ますます大きくなる｡｣231「生産手段のため

の生産手段の生産がもっとも急速に増大し、消費手段の生産はもっとも緩慢に

増大することがわかる｡不変資本は可変資本よりも急速に増大する傾向をもつ．

という法則に立脚すれば,『資本論』第２巻におけるマルクスの研究がなくても，

この結論にたっすることができよう。生産手段がもっとも急速に増大するとい

う命題は，この法則を社会的総生産に適用して言いかえたものにすぎない｡｣３１）

としたレーニンの指摘をまつまでもなく，リカードウ蓄積論批判中に再生産表

式を構成する重要な資本蓄積・拡大再生産の概念を明確化している。ほんの一

例にすぎなしが．この事実からも再生産表式の表式化にともなう固有の問題と

資本蓄積・拡大再生産の種々の契機とはとりあえず区別しなければならないこ

とを示唆している。

第２に指摘しておかなければならないのは．第１部門の第II部門にたいする

優位つまり第１部門の優先的発‘展も．「マルクス表式からは．第１l部門にたいす

る第１部門の優位などという結論は，いささかも引きだすことができない｣z5）

とする立場からすれば，第１部門（この場合はいうまでもなく生産手段生産部

門）の優先的発展＝蓄積率の先行的決定の不可避性という再生産表式固有の論

理をもって部門逆転の理由とすることはできない，ということである。すでに

批判があるように．第２稿段階の部門配置すなわち第１部門＝消費手段生産部

門．第Ⅱ部門＝生産手段生産部門と､、う部門配置でも．この場合第１I部門の優

先的発展＝蓄積率の先行的決定を十分に表現しうるからである。したがって，

本稿の立場は，第８稿＝現行版による第１部門の優位性をもって部門逆転を生

じせしめた，とする大方の意見とは異にするということになる。

23）Ｋ・Ｍａ'rx，Ｚｒ〃Ｋ河"冷血》･'０/"fS(･ﾙ“ＯＡ(〕"()"ZjFeｲﾙ化""S々ﾉゆ/Ｉ“1-1863ﾉ，ＭＥＧＡ，Ⅱ／
３．３，ｓ・llOl）

24）レーニン「いわゆる市場問題について」ｒ全集』第１巻，８３頁。

25）レーニン，同上書，８０頁。

－ ６ ３ －



赤間道夫

Ⅲ第１部門蓄積率の先行的決定と部門逆転

すでに概観してきたように．部門逆転にかんするほとんどすべての解決方法

は，再生産表式における第１部門蓄積率の先行的決定が肝要であった，という

ものであった。第１部門蓄積率の先行的決定あるいは第１部門の優先的発展そ

れ自体の研究はわが国においてかなりの蓄積があり，再生産表式の展開とあい

まってほぼ再生産表式論における共有財産となっているとみて間違いなし､。と

ころで，いま，部門逆転の問題解決の観点からすると，あらためて第１部門蓄

俄率の先行的決定あるいは第１部門の優先的発展が，再生産表式成立の視点か

ら吟味してふる価値がある。けだし，ほかでもなく，さきに示した部門逆転に

たいする解決方法への懐疑が存在するからである。それゆえ．この再生産表式

における範Ｉ部門蓄祇率の先行的決定に鯉わる論点を再生産表式の成立にかか

わらしめて主亜な所説を紹介しておこう。

林IiI:道の研究は，これまでの－戦後に限定すれば－この分野における先

駆的役;IfIIを果たしたといって過言ではない｡すなわち．第１に，「統計的＝歴史
■●●■●●●●●■●

的概観｣を試み，「社会的生産力の発展にともなって，第１部門が第１I部門にた
■●●●●●●●●●白■｡●●●●●●●●◆●G●●●●●●●●●●

いして優位性をもち．かつ前者が後者よりもし､っそう急速なテンポで発展する

とし､うのが，一般的通則である｣26)としたこと，第２に．両部門間の法則性を確
●●●●● ● ● ● ● ● ● Ｃ ｅ ■ ■ ● ● ●●●●●●●●●●●●●

認し，「第１部門の蓄積先行，蓄積率一定とし、う前提のもとでは，第１部門の。
●● ● ● ● ● ● ● ●●｡●●●■●●●●●●●●●●■●●■ｅ●■●●

ソスタントな成長率が,拡大再生産の均衡条件をつたって第II部Ｆ１にも波及し，
●●●●●●●●●●●●●●●巴●●●●●●●●●●

こうして両部門のコンスタントカ‘つ同率での発展が生じる｣27)としたこと．そ

して，第３に，第１部門優先的発展の原則と第１部門蓄積率の先行的決定と結

合させ，「第１部門の優先的発展という命題は，たんに．第１部門の発展テンポ

の鋪11部門のそれにくらべての急速性．第１部門の比重の量的増大というだけ

26）イイ､「輔部'''1優先的発展の法則一拡張再生産における三大部門の相ﾉ関係一｣ﾉ<阪ｊｌｊ
ｌ７:ﾉ､j‘.ｆ:統済州究所『研究と費料』９．１９５９年１２ノl，横山正彦絹ｒマルクス維済γ9論蝋』７１'１
川１１｝ﾙ｝斬祉，１９６０年１０ノ１，１８０頁。

27）ｌｊ１ｊ掲絢史．】8814〔。
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にとどまらず，いっそう根底的には，第１部門の蓄積優先権という質的な構造

が，内容として含まれていたこと｣28)を確認したこと．以上であるこのなかで

確認しておくべきことは，再生産表式分析の最も重要な事項として理解されて

いる第３の点であろう。第１部門蓄積率の先行的決定・第１l部門のそれの従属

的決定ということがそれである:，〉

さて，ここで問題にすべきは，第１部門蓄積率の先行的決定が再生産表式分

析の際，いかなる処理をされてきたかである。けだし，部門逆転の問題解決

には第１部門帯積率の先行的決定が要訣である，とする部門逆転の問題解決の

仕方(ま，意識するとしまいと実質的には、再生産表式分析の理論的成果をてが

かりにして，再生産表式の成立に継わるかの部門逆転の問題をも一挙に解決し

てしまう，そうした傾向を窺うことができそうだからである。したがって，こ

こでも問題の焦点は，力､の部門逆転の問題解決に絞られる。

第１に，第１部門帯積率の先行的決定を資本主義的生産の利潤追求という転

倒性にもとめる見解,=高木幸二邸は，「拡大再生産の考察におし､ては、資本主義

の基礎の上では第Ⅱ部門の蓄積は第１部門の蓄積に随伴しうるか否か，随伴し

うるための，そしてまた随伴しえない理由となるところの条件は何かというこ

と，そして第１I部門の第１部門への随伴の可能と不可能が，どのようにして第

１部門の盲目的蓄積をさらに刺戟し，促進する条件となり，そして結局はその

前に立塞がる障害となるかということが問題であって．このためにこそ第１部

28）前掲論文。１９５頁。

29ノ周知のようにつとにllIlll盛太郎の指摘がある。Ｉ魂ＩＩ部''11での蓄険率を依存的なものとな

‐ｲｰこと」は，マルクスのに・筒されているI１ｉＪ（前掲出，２５１頁）であると。この山H1の指摘

を喪つまでもなく、靴Ｉ部門蓄積率の先行的洪堆それ'９１体は．マルクスの｢蓄砧の場合くらは，

１Ⅲ1.ｋりもまず苔積串がI川浬になる」（.１１，Ｓ､515.⑧ゾとする規定に根拠をもとめがちであ

る。しかし，この‐文の意味することが部|川1を特定しているものでI土なＬ､こと，あく主で蓄

俄の場合の蕎賊卒の問題の堕要性を指摘したものであることに留意すべきである。同じマ

ルクスが．剰余価航を問題にするとき剰余lliIi仙率を，利潤を問題にするとき利潤率を，それ

ぞれ岐初に|川うﾉﾉ法とまつなく|可一一のものである。「剰余価値率Iま，資本による労働ﾉﾉの，

ｔた(:k笹本求による弥働苫の,搾取度の11ﾐ確な表現｣(Ｋ、１，Ｓ､232）・「剰余lllIi伽の利潤への

１ﾙﾐ化繊，剰余価｛iii率の利潤率への1軟化から導出されるべきであって，その逆でばない“そＬ

てり<際に．イ11澗率こそ，除史的な出発点である｡」（Ｋ‘lⅡ，Ｓ,53>と。もっとも，龍Ｉ部''11が

ツＷＩ的に裕砧Ｌなければならないとするならば，範Ｉ拙門の搭横率が先行的に決堆されな

；ナイ【噸ならｋＬ､のばし，うｆでもないことであろう。
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門の苔俄率の先行が必要な前提となる｣30)としている。また、高木彰もほぼＭ様

の視点から，第１部門蓄積率の先行的決定は．「資本制生産に特有なr生産と消

費の矛盾』を表現する現実的基盤としての意義を持つものであり，資本制生産

の持つ錯倒的性格の再生産表式における表現｣３１)としている。高木彰の場合に

は，この第１部門蓄積率の先行的決定の意味と部門逆転の問題解決とを結合さ

せ，当時のイギリス資本主義の歴史的発展段階とマルクス再生産表式における

部門逆転の問題解決との関連を問うものであったことは，すでに紹介したとこ

ろである:2’

輔２に．第１部門蓄積率の先行的決定と第１部門優先的発展との関連を重視

した見解。林は，「一般に『拡大再生産の物質的基礎』『物質的基礎』をなすも

のは，ノイ"＋"7ノー肱の価値であらわされる余剰生産手段の存在であった。とこ

ろが，この剰余生産手段はまさにそれが生産手段であるところから．この拡大

再生産の物質前提を確保．拡大しうるかどうかは．一にかかって，生産手段の

生雄部門＝館Ｉ部門の動向に依存しているのである。したがって．もしも社

会的生旅全体を拡大してゆこうとすれば．そのための物質的基礎を不安なく埴

大させてゆかねばならず，そのためには蓄積の優先権を第１部門にあたえなけ

ればならないということになる｡｣33)として．第１部門蓄積率の先行的決定が有

する意味を「余剰生産手段」の確保・拡大のための不可欠の条件とゑたわけで

ある。この林の理解は，第１の，再生産表式の外部に第１部門蓄積率の先行的

蓄俄の根拠をもとめる見解とはまったく対照的である。そして．この見解がそ

の後の再生産表式論に大きな成果をもたらしたことについてはさきほど簡単に

言及したところである。

第３に，第１部門蓄積率（蓄積額）の決定を再生産表式それ自体の内部論理

と関係させながら‘生産力水準と資本構成ならびにこの生産力水準と部門間配

30）高木幸二郎ｒ恐慌論体系序説』大月書店，1956年１１月，２１１頁。

31）高木彰「館一部門蓄積率の先行性再論」岡山大学『経済学会雑誌』第６巻第３．４号，１９７５

年３ノj，４１～２頁。

32）既稿「仙牲席表式の成立にかんする一考察㈲」『愛媛経済論案』第６巻第２号，１９８６年１１

ハ，参照，

33）林，Ｉ１ｉｊ掲倫文，１９３頁。
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分比率との照応を定式化した見解。富塚良三は，「部門Ｉの蓄積額が全く任意の

大きさをとりうるとするのが果たして全面的に正しいといえるかどうか｣3‘》な

る問題意識から，「生産力水準が不変の場合は､原則として両部門の蓄積は等し

く蓄積額の部門間配分は元投下資本の部門間配分比率に照応するのでなければ

ならないが，部門連関の弾力性（中略）が許容する一定の期間，一定の度合に

おいて部門Ｉの蓄積率は部門IIのそれよりも大でありえ．そしてその蓄積率の

較差が大であればあるほど翌期の均衡蓄積率が部門連関の弾力性による許容度

ゼロの場合の本来のそれよりも大でありうる」・「生産力が発展する場合には資

本構成の高度化と対応的に部門構成もまた高度化しなければならず，したがっ

て部門Ｉは部門11よりもヨリ急速に拡張してゆかなければならないが（中略)．

しかし，新たな部門構成は新たな生産力水準に照応するものでなければならな

い｣３３)とし，第１部門蓄積率（蓄積額）と社会的総生産物の価値的･素材的構成

との関連を明らかにした□すなわち，第１部門の蓄積過程における主導的役割

を確認するにとどまるだけでなく，すすんで第１部門の蓄積率（蓄積額）の決

定そのものにかんしても任意に決定されるものではなく（一定の「弾力性」を

認めつつ)．「均衡蓄積軌道」を基準とした．再生産表式の内的論理を指摘した。

そしてまた、「『再生産の条件』の理論的意義を認めるならば，蓄積率は『独立

変数』､すなわち独立的に任意の値をとりうるという命題は少なくとも無条件的

には主張しえないはず」・「両部門の併行的発展の命題がマルクスの表式展開の

方法に背反するということはない_,。「失敗におわったとはいえ．まず両部門の

併行的発展想定のもとに拡大再生産表式を展開しようとしたという事実は,（中

略)，注目に値する｣36)としてこの「均衡蓄積軌道」の意義を敷桁した。

これにたいし，井村喜代子は，「各生産部門の拡大率＝部門構成同一不変のも

とで．年々一定の拡大率で拡大再生産が規則的に進展していく」「均等的拡大再

34）富塚『経済原論』有斐閣，１９７６年４月，２６４頁。

35）同上，２７３頁。

36）富塚ｒ恐慌論体系の構成一諸説の批判的検討を通じて－」『講座資本論の研究』第
３巻「資本論の分析(2)」青木苔店，１９８２年２ノ１，３０７，３１４，３１５頁画
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生産｣37'を提起し，富塚の第１。Ⅱ部門の蓄積率･拡大率は任意に決定されない

という論即を評価しつつ,「拡張再生産の均衡的進行の条件｣としての唯一の｢均

衡蓄積軌道｣論を批判した。井村が，「拡大再生産におけるＩ．Ⅱ部門の蓄積率・

拡大率，１．１１部門関連をいかに把握すべきか，それら部門関連と，生産と消

費の関連とはいかなる関係をもっているのか．という問題が，『資本論｣の表式

分析では対象とされずに残されていた｣38)と指摘しているように，とかくすれ

ば「生産と消樹の矛盾」と直結して理解されるこの問題の．部門逆転の問題解

決とも関連する脈絡を．ここにみることができる。肝心な点は．井村の所説に

あっても．富塚を批判的にではあれ継承するかぎりにおいては．第１部門蓄積

率の先行的決定を「余剰生産手段」確保のための条件としてだけではなく、両

部門間での配分にも十分顧慮した，いわば蓄積率の任意的決定否定論となって

いることである:9）

第４に．「スミスのドグマ｣批判の完遂に求める見解。宮川彰は．部門逆転の

問題解決の方途に関連させながら．つぎのように第１部門蓄積率の先行的決定

を根拠づける。すなわち，「追加資本／"'（I'ﾉ，ル〃(〃に照応する追加賃金収入

が，消費手段にたいする追加需要をかたちづくることになるのは．やっと拡大

何生産が現実に進行し，かくしてそこで支払われた追加賃金を．労働者が追加

収入として支出する段になってのことである。他方，消費手段部''11の追加不変

資本〃I（(ゾは，生産手段部門の場合のように独立的主導的におこなわれるので

なく，ただ，生産手段部門での現実の拡大の進行の結果としてあらわれる追加

収入の支出を前提としてのみ，またはその見通しあるものとでのみ．蓄積され

うるのである。かかる論理的地位ゆえに，蓄積率決定の優位性を，消費手段に

あたえることはできない｣401と。「スミスのドグマ」的枠組は，第１部門を消費

37）井村『恐慌・産繋循環の理論』打斐閣，1973年４月，６７～８頁。

郷〉Ｍｒｒ資本論』の理論的展開』イj盤閣，１９８４年６肌３５６頁。

39）また,富塚の掘論との関連では久WVlI1鮫造の見解も紹介しておかなければならないが，こ

こで吹触ｵ'ることはできない。｜‘１槻に，富塚･井村との関地では吉原泰助の「均等化法則｣，

尚須簡施博の「均輔的拡大i'}''１旅の|ﾉ1的メカニズム｣，人J;＃雄一-の「定附帯砧軌道」などに

間説しなければならないが，これたた術略する。

‘l()）宮川．Iilj掲絢丈．９２頁。
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手段生産部門とせざるをえないが，「資本」運動の「収入」運動にたいする能動

件独立性を明確化することによって，つまりは，「スミスのドグマ｣の徹底した

批判の結果として，第１部門を生産手段部門にせざるをえない事情とこのうえ

にたって第１部門＝生産手段生産部門の蓄積率の先行的決定をゑる，というわ

けである。この見解は部門逆転の問題解決の方法ともかかわって斬新な問題提

起である。というのも，第１部門蓄積率の先行的決定を再生産表式を構成する

諸範時の相互関係にもとめたことにとどまらず，再生産表式の動態展開を理論

的要請からだけでなく，「スミスのドグマ｣批判という理論史的アプローチと結

合させたからである。

第５に，第１部門蓄積率の先行的決定は．再生産表式を破綻させることなく

展開するための便宜的措置と断じる見解。八尾信光は．まず，「r再生産論』に

おいて明確化されるべきことは，社会的再生産の型の違し､によって社会的怖要

の柵造はどのように違うのか，それを満足させる供給の構造はどのようなもの

か，そのもとで社会的総資本の流通と再生産はどのように行われるのか,とい

うこと｣‘)とし，第８稿でのマルクスの再生産表式の展開をフォローしたうえ

で，「単純再化産表式をもとに拡大再生産表式を作る際になすべき操作は、表式

の規椎や価値構成を変えるのではなく、部門構成をＩ部門がより大，Ⅱ部門が

より小となるように変えることであるべき｣421であって，「マルクスは．拡ﾉk再

生産の仕組を論じようとした最初の段階では，Ｉ部門蓄積率の優先決定などと

いうことは全く考えておらず，両部門が同じ率で蓄積を行うような拡大再生産

の過縄を説こうとした｣43)とした。しかも八尾は，「マルクスは，なぜＩ部門の

蕎横率は先に決定されると仮定するのか．なぜそれは５０％と決められるのか，

なぜII部''１１の資本家は２０％や３０％の蓄積に安住しておれるのか，については，

何の理論的根拠も示してはし､なし､｣44)とした。この八尾の見解は．明示してはい

41）八Ｉ６ｒ砿大再生産表式とその展開方法について」経済理論学会年羅瀧２４鴨ｒＩ１椎管状主
蕊の脚際的位置』青木書店．1986年６月．１５２頁。

42）ｉｎ１k，１５８頁。

､13）川上，158～９頁。

44）１,'１１：１５９嵐、
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ないが，部''11逆転の問題についての従来の支配的な見解ときわめて対照的であ

ると同時に独創的ですらある。それは，もし八尾の言うように再生産表式の形

成途_|:で鋪Ｉ部門蓄積率の先行的決定が「便法」・「計算上の都合｣4s)だとした

ら，部1111逆転の問題解決は－従来の解決方法をもってすると－依然として

不十分のままというほかないであろうからである。

Ⅳまとめ

以上，いくつかの引用をふまえて部門逆転の問題解決の仕方に関連させて，

鋪Ｉ部|肌l諮秋率の先行的決定の問題をも視野にいれて瞥見してきた。再生産炎

式の理論的展|＃lに砿点がおかれ，部門逆転の問題解決とは迂遠のように象える

この節Ｉ部門帯WiIi率の先行的決定をめぐる論点は，ゑられるように部lilj逆転の

|M脳解決と辿庇するものがある。ここではさしあたり，問題縦理をふまえて，

今後の哩諭展開の一定の方向性を確認しておく。

鮒ｌに，部門逆転の問題の解決はいまだ説得的たりえないということ，従来

の叩純に鋪Ｉ部'''１の蓄枇率の先行的決定を指摘するだけならそれはいまだ|川胆

解決の人口に到述したにすぎないということ，である。再生産（炎式）論の成

立の際．「スミスのドグマ」批判，ケネー『経済表』の批判的継承，リカードウ

裕眺論批判という３契機が亜要であったことはつとに指摘されてきたところで

あるが，このいわば理論史的アプローチからも部門逆転の問題解決をみる必要

があるということである（この点でさきに紹介した宮川の所説は「スミスのド

グマ」批判とその克服過程を軸に再生産（表式）論の成立過程を鋭く解明した

ものとして聞く評価しておく）。

塊２に，部''１逆転の問題解決と第１部門菩秋率の先行的決定との関迎につい

てば，(1)生庶表式の成立過樫をみ､れぱ明白なように，第１部門蓄横率の先行的

決淀はひとつの手続きにすぎない可能性が強し､ということからすれば．前科と

,15）ｌｌｊ１’2,159,16211。
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後者との間には直結しえない．未だ解明されていない論点が存在するのではな

いか，ということである。

[1988.1.29成稿；１９８８．８．１補訂］
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